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担当部署:　総務部 地域振興課　
	処分の概要
	店舗集団化計画の認定

	法令名
根拠条項
	中小小売商業振興法　第4条第2項

	法令番号
	昭和48年法律第101号

	【基準】
　法第4条第2項及び政令第3条の規定による。
　(高度化事業計画の認定等)
第4条
2　事業協同組合、事業協同小組合又は協同組合連合会は、主として中小小売商業者である組合員又は所属員の経営の近代化を図るため、店舗を一の団地に集団して設置する事業(当該事業に併せてアーケード、街路灯その他の施設又は設備を設置する事業を含む。)について、店舗集団化計画を作成し、これを経済産業大臣に提出して、当該店舗集団化計画が政令で定める基準に適合するものである旨の認定を受けることができる。

　(店舗集団化計画の認定の基準)
第3条　法第4条第2項の政令で定める基準は、次のとおりとする。
(1)　事業協同組合、事業協同小組合又は協同組合連合会(次号及び第5号において「事業協同組合等」という。)の組合員又は所属員の数が経済産業省令で定める数※以上であること。
(2)　当該事業協同組合等の組合員又は所属員の3分の2以上が中小小売商業者又は中小サービス業者であり、かつ、中小小売商業者の数が中小サービス業者の数以上であること。
(3)　法第4条第7項第1号に掲げる事項※が振興指針に照らして適切なものであること。
(4)　法第4条第7項第2号及び第3号に掲げる事項※が当該事業を確実に遂行するために適切なものであること。
(5)　当該事業協同組合等のすべての組合員又は所属員が当該団地に店舗を設置すること。

※(組合員の数等)
第9条  施行令第二条第一号の経済産業省令で定める数は、二十人(当該商店街整備計画に係る施設又は設備が会議場施設、広場又は駐車場であるときは、五人)とする。
2  施行令第二条第五号の経済産業省令で定める場合は、空き店舗等を活用する場合であつて次の各号に掲げる要件に該当すると認められるときとし、同号の経済産業省令で定める数は、五人とする。
　一  当該空き店舗等が商店街振興組合等の地区に属するものであつて、当該商店街振興組合等が商店街を統一的に整備する構想を策定し、かつ、その構想を総会又は総代会において議決していること。
　二  当該商店街振興組合等が、前号の構想に従つて当該空き店舗等を活用して行う店舗その他の施設を新設又は改造する事業について支持することを、総会又は総代会において議決していること。
　三  前号の事業を行おうとする者が、第一号の構想に従つて事業を行うことを約していること。
3  施行令第三条第一号の経済産業省令で定める数は、二十人(次の表の上欄に掲げる特別の理由に該当すると認められるときは、同表の下欄に掲げる人数)とする。

※(高度化事業計画の認定等)
第4条
7　商店街整備計画、店舗集団化計画、共同店舗等整備計画、電子計算機利用経営管理計画、連鎖化事業計画又は商店街整備等支援計画(以下「高度化事業計画」という。)には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
　一　第1項若しくは第2項に規定する事業、第3項若しくは第4項各号に定める事業又は前2項に規定する事業(以下「高度化事業」という。)の目標及び内容
　二　高度化事業の実施時期
　三　高度化事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法


	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	平成29年10月1日
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